


名称及び住所並び

代表者の氏名

事業所住所

事業所名

代表者の氏名

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

茨城県那珂郡東海村大字舟石川7備番地1

理事長児玉敏雄

茨城県那珂郡東海村大字村松4番地器

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

核燃料サイクルエ学研究所

使用の場所

プルトニウム燃料第一開発室(施行令第41条該当)

プルトニウム燃料第二開発室(施行令第41条該当)

プルトニウム燃料第三開発室(施行令第41条該当)

プルトニウム廃棄物処理開発施設(施行令第41条該当)

燃料製造機器試験室(施行令第41条非該当)

A棟(施行令第41条非該当)

B棟(施行令第4 1条該当)

ウラン廃棄物処理施設(施行令第41条該当)

J棟(施行令第41条該当)

L棟(施行令第41条非該当)

M棟(施行令第41条該当)

東海事業所第2ウラン貯蔵庫(施行令第41条該当)

高レベル放射性物質研究施設(施行令第41条該当)

応用試験棟(施行令第41条非該当)

洗濯場(施行令第41条非該当)

安全管理棟(施行令第41条非該当)

計測機器校正室(施行令第41条非該当)

放射線保健室(施行令第41条非該当)

第三ウラン貯蔵庫(施行令第41条非該当)

別紙

変更の内容

既に許可を受けた核燃料サイクルエ学研究所における核燃料物質の使用について、核燃

料サイクルエ学研究所共通編、プルトニウム燃料第一開発室、プルトニウム燃料第二開発

室、プルトニウム燃料第三開発室、プルトニウム廃棄物処理開発施設、燃料製造機器試験

室、ウラン廃棄物処理施設及びL棟に係る内容を次のとおり変更する。

なお、詳細は別添1から別添8に示す。

称
所

名
住



核燃料サイクルエ学研究所共通編

(1)燃料製造機器試験室における核燃料物質の使用の終了に伴い、核燃料サイクルエ

学研究所全体における予定使用期間及び年間予定使用量のうち、年間予定使用量を

変更する。

②燃料製造機器試験室における核燃料物質の使用及び貯蔵の終了に伴い、直接線及

びスカイシャイン線による環境線量評価値並びに評価条件を変更する。

③廃水処理室の管理区域を解除することに伴い、廃水処理室に係る記載を削除する

④ L棟の使用施設の一部を貯蔵施設に変更することに伴い、核燃料サイクルエ学研

究所全体における予定使用期間及び年間予定使用量のうち、年間予定使用量を変更

する。これに伴い、直接線及びスカイシャイン線による環境線量評価値及び評価条

件を変更する。

2)プルトニウム燃料第一開発室

ω施設と海岸からの距離を現状に合わせて見直す。

②記載の適正化を行う。

3)プルトニウム燃料第二開発室

ω施設と海岸からの距離を現状に合わせて見直す。

②使用施設の位置、構造及び設備のうち、使用施設の設備の(3)乾式工程設備の

グローブボックスNO.D-30における最大取扱量及び取扱う物質に係る注番号を注2

(低富化MO×、高富化MO×、転換MO×、 PU 四0%PU、)及びPU02原料粉)へ変更する。
得)記載の適正化を行う。

4)プルトニウム燃料第三開発室

(1)施設と海岸からの距離を現状に合わせて見直す。

伐)記載の適正化を行う。

5)プルトニウム廃棄物処理開発施設

(1)施設と海岸からの距離を現状に合わせて見直す。

②記載の適正化を行う。

6)燃料製造機器試験室

①核燃料物質の使用及び貯蔵の終了に伴い、使用の目的及び方法のうち、使用の目

的及び使用の方法を削除(「該当なし」に変更)する。

これに伴い、以下の変更を行う。

①核燃料物質の種類、予定使用期間及び年間予定使用量に係る記載を削除(「該

当なし」に変更)する。

②使用施設の位置、構造及び設備のうち、使用施設の位置、使用施設の構造、使

用施設の設備を削除(「該当なし」に変更)する。



③貯蔵施設の位置、構造及び設備のうち、貯蔵施設の位置、貯蔵施設の構造、貯

蔵施設の設備を削除(「該当なし」に変更)する。

②使用施設の位置、構造及び設備のうち、使用施設の設備のうち使用を終了し、維

持管理中の設備を削除する。

得)上記ωの変更に伴い、使用施設として記載していた敷地の位置、建家の位置に

関する情報を、廃棄施設の位置、構造及び設備のうち、気体廃棄施設のうち、気体

廃棄施設の位置、気体廃棄施設の構造、気体廃棄施設の設備に記載するとともに、

関連する図面を変更する。なお、気体廃棄施設の構造、気体廃棄施設の設備につい

ては、気体廃棄施設として使用する構造、設備に係る事項を記載する。

あわせて、気体廃棄施設の位置に示す施設と海岸からの距離を現状に合わせて見

直す。

④廃棄施設の位置、構造及び設備のうち、液体廃棄施設を削除する。

ただし、液体廃棄施設の設備のうち、屋内一次ピット、屋内二次ピット及び排水

受槽については、新たに「9-3 維持管理中の設備」を追加し、維持管理中の設

備に変更する。あわせて、図9-8を追加する。

⑤記載の適正化を行う。

フ)ウラン廃棄物処理施設

山廃水処理室の管理区域を解除することに伴い、廃水処理室に係る記載を削除する。

②記載の適正化を行う。

8) L棟

(1)新たに核燃料物質を貯蔵することに伴い、資材保管室②を貯蔵室に、第2廊下

を資材保管室②に室名称を変更する。

②貯蔵施設の位置、構造及び設備のうち、貯蔵施設の位置、貯蔵施設の構造に貯蔵

室を追加するとともに、貯蔵施設の設備に貯蔵箱2並びに移動式棚を追加する。あ

わせて、貯蔵に係る作業の外部被ばく線量評価を見直す。

得)上記②の変更に伴い、使用の目的及び方法の目的番号得)の室名称に貯蔵室、実

験室及び資材保管室②を、使用施設の位置、構造及び設備のうち、使用施設の位

置に貯蔵室及び資材保管室②を追加する。あわせて、劣化ウランに係る年間予定

使用量を変更する。

④使用施設の位置、構造及び設備のうち、使用施設の設備から実験室のフード2基

及び試験室(3)の排気洗浄装置を削除する。

⑤使用施設の位置、構造及び設備のうち、使用施設の設備として、実験室にフード

ボックス1基を追加する。

(6)記載の適正化を行う。



変更の理由

D 核燃料サイクルエ学研究所共通編

(1)燃料製造機器試験室における核燃料物質の使用を終了するため。

②燃料製造機器試験室における核燃料物質の使用及び貯蔵を終了するため

(3)廃水処理室の管理区域を解除するため。

④ L棟において、新たに核燃料物質を貯蔵するため。

2)プルトニウム燃料第一開発室

ω茨城港常陸那珂港区の整備に伴い、施設と海岸の距離に趨語が生じたため。

②記載の適正化を図るため。

3)プルトニウム燃料第二開発室

山茨城港常陸那珂港区の整備に伴い、施設と海岸の距離に朗齢が生じたため。

②低富化MO×、高富化MO×、転換MO×、 PU 四0%PU、)及びPU02原料粉の核燃料物質
を収納した貯蔵容器の点検及び貯蔵容器を梱包するビニルバッグの交換等の保守

作業を実施するため。

得)記載の適正化を図るため。

4)プルトニウム燃料第三開発室

①茨城港常陸那珂港区の整備に伴い、施設と海岸の距離に棚語が生じたため。

②記載の適正化を図るため。

5)プルトニウム廃棄物処理開発施設

田茨城港常陸那珂港区の整備に伴い、施設と海岸の距離に棚誘が生じたため。

②記載の適正化を図るため。

6)燃料製造機器試験室

(1)核燃料物質の使用及び貯蔵を終了し、設備を解体・撤去するため。

②設備を解体・撤去するため。

偲)核燃料物質の使用及び貯蔵を終了するため。茨城港常陸那珂港区の整備に伴い、

施設と海岸の距離に醐語が生じたため。

④設備を解体・撤去又は維持管理中の設備とするため。

⑤記載の適正化を図るため。

フ)ウラン廃棄物処理施設

田廃水処理室の管理区域を解除するため。

②記載の適正化を図るため。

8) L棟

山核燃料物質を次の集約施設等へ運搬するまでの間、新たに核燃料物質を貯蔵する

4



ため。

②核燃料物質を次の集約施設等へ運搬するまでの間、新たに核燃料物質を貯蔵する

ため。

得)核燃料物質を次の集約施設等へ運搬するまでの間、新たに核燃料物質を貯蔵する

ため。

④使用を終了した設備を解体・撤去するため。

⑤貯蔵設備である貯蔵箱2の開封等を行う際、閉じ込め性の高いフードボックス内

で行うため。

(6)記載の適正化を図るため。

以 上



核燃料物質使用変更許可申請書

・・・・・本 1~4本文・・・・・ . .. . ...

・・・・・・添1-1~91悉イ寸毛彗美頁1 ・・・・・ .. .

(使用施設等の位置、構造及び設備の基準に対する適合性に

関する説明書(事故に関するものを除く。))

・・・・・^]更え武し添付書類2・・・・・ . ...

(想定される事故の種類及び程度並びにこれらの原因又は事故に

応ずる災害防止の措置に関する説明書)

核燃料サイクルエ学研究所共通編

別添 1

・・・・・・・添3-1~フ1悉イ寸1芽美頁3 ・・・・・ ..

(変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書)



新旧対照表

1.名称及び住所並びに代表者の氏名

2.使用の目的及び方法

3.核燃料物質の種類

4.使用の場所

図4-1 核燃料サイクルエ学研究所敷地周辺図

変更則
ーユ●.

共通編本文

(省略)

(省略)

(省略)

(省略)

(省略)

1.名称及び住所並びに代表者の氏名

2.使用の目的及び方法

3.核燃料物質の種類

4.使用の場所

図4-1 核燃料サイクルエ学研究所敷地周辺図

変 更 後

変更箇所を

(変更なし)

(変更なし)

(変更なし)

(変更なし)

(変更なし)

で示す。

変更理由



新旧対照表

変 更
ー,^.

月11

共通編本文
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図4-2 核燃料サイクルエ学研究所の各施設の位置図
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図4-2 核燃料サイクルエ学研究所の各施設の位置図

更 後

変更筒所をくニニニニこ》で示す。

変更理由

周辺監視区域墳界

研究所敷地境界
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新旧対照表

変更則

5.予定使用期間及び年問予定使用量

核燃料サイクルエ学研究所全体における予定使用期間及び年間予定使用量を表5
1に示す。

表5-1 核燃料サイクルエ学研究所全体における予定使用期問及び年問予定使用量

年間予定使用量
予定使用期問核燃料物質の種類

(最大存在量)

天然ウラン及ぴ劣化ウラン並び自 2017年10月6日
25 000 (kg)

至 2021年3月31日にこれらの化合物

自 2017 4月21日
30 127.9 (kg)天然ウラン及ぴその化合物

至 2021年3月31日

自 2018 7月10日
55 222.6 (kg)劣化ウラン及ぴその化合物

至 2021年3月31日

自 2017年4月21日
1.1 (kg)トリウム及びその化合物

至 2021年3月31日

自 2018 7月10日
濃縮度20 %注力末満 40 978.1 (kg)

至 2021年3月31日

3.フ× 10M Bq

^

ウラン及びその化合物

廃棄物中のウラン及ぴその化合
物

濃縮ウ

ラン及

びその

化合物

'1:三'テ]丈'1}、'。

変更理由

ウラン2認及びその化合物

濃縮度20 %以上

共通編本文

ウラン及びその化合物

廃棄物中のウラン及ぴその化合 2017年4月21日
物 2021年3月31日

プルトニウム及ぴその化合物

廃棄物中のプルトニウム及びそ

の化合物

高レベル放射性廃液及ぴこれの

ガラス固化体

注1)以下、本共通編において、%は質量分率を示す。

変更後

5.予定使用期問及び年間予定使用量

核燃料サイクルエ学研究所全体における予定使用期問及び年間予定使用量を表5
1に示す。

表5-1 核燃料サイクルエ学研究所全体における予定使用期間及び年間予定使用量

年問予定使用量
予定使用期間核燃料物質の種類

(最大存在量)

天然ウラン及び劣化ウラン並び自 2017年10月6日
25 000 (kg)

至 2021年3月31日にこれらの化合物

自許可日
30 102.9 (kg)天然ウラン及びその化合物

至 2021年3月31日

自許可日
61 617.6 (!(g)劣化ウラン及びその化合物

至 2021年3月31日

自 2017年4月21日
1.1 (kg)トリウム及びその化合物

至 2021年3月31日

自許可日
濃縮度20 %注"未満 40 975.1 (kg)

至 2021年3月31日

プルトニウム及びその化合物

廃棄物中のプルトニウム及びそ

の化合物

高レベル放射・1生廃液及びこれの

ガラス固化体

注1)以下、本共通編において、%は質量分率を示す。

201.6 (kg)

0.02 (kg)

0.1 (kg)

23 (kg)

9 952.2 (kg)

0.36 (kg)

201.6 (kg)

0.02 (kg)

3.フ× 1016 Bq

0.1 (kg)

2017年4月21日

2021年3月31日
23 (kg)

濃縮ウ

ラン及

びその

化合物

変更箇所を

9 952.2 (kg)

・燃料製造機器

試験室での核

燃料物質の使

用及び貯蔵を

終了司、るため

・L棟において

新たな核燃料

物質を貯蔵す

るため

0.36 (kg)

ウラン233及びその化合物

濃縮度20 %以上

自
至

自
至



新旧対照表

6.使用済燃料の処分の方法

フ.使用施設の位置、構造及び設備

8.貯蔵施設の位置、構造及び設備

9.廃棄施設の位置、構造及び設備

変 更 前

共通編本文

(省略)

(省略)

(省略)

(省略)

6.使用済燃料の処分の方法

フ.使用施設の位置、構造及び設備

8.貯蔵施設の位置、構造及び設備

9.廃棄施設の位置、構造及び設備

変更箇所を

(変更なし)

(変更なし)

(変更なし)

(変更なし)

'1:予'テ]丈、il、'。

変更理由



新旧対照表

使用施設等の位置、構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書使用施設等の位置、

(事故に関するものを除く。)

変 更
^

月"

共通編添付書類1

添付類1

変

構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書

(事故に関するものを除く。)

更

変更箇所を

添付類1

で示す。

変更理由



新旧対照表

D 共通編

核燃料サイクルエ学研究所内の各施設の合算評価は添付書類1一①に示す。

②施設編

変 更
一生'.

月11

共通編添付書類1

(省略)

①共通編

核燃料サイクルエ学研究所内の各施設の合算評価は添付書類1一①に示す。

②施設編

変更箇所を で示す。

変更理由

(変更なし)



新旧対照表

変 更
^

月"

(各施設の合算評価)

共通編添付書類1

添付書類1一①

変更箇所を

(各施設の合算評価)

添付書類1一①

^'フ]く-1'、。

変更理由



新旧対照表

1.環境線量評価方法

Ⅱ.環境線量評価結果

変 更 前

Ⅲ.核燃料サイクルエ学研究所全体での環境線量

共通編添付書類1

(省略) 1.環境線量評価方法

Ⅱ.環境線量評価結果

変 更

(変更なし)

(表2、別表1、表3、別表2及び図6の当該箇所変更)

後

(省略)

変更箇所を

Ⅲ.核燃料サイクルエ学研究所全体での環境線量

で示す。

変吏理由

・廃水処理室

の管理区域を

解除するため

・燃料製造機

器試験室での

核燃料物質の

使用及び貯蔵

を終了司、るた

め

・L棟への貯蔵

施設追加によ

る直接線及び

スカイシャイ

ン線による環

境線量評価の

見直し

(変更なし)



新旧対照表

表2 直接線及びスカイシャイン線による環境線量

評価値注)施設名

1.1 × 1 0-2プノレトニウム燃料第一開発室

ウラン貯蔵庫

プルトニウム燃料第二開発室

プルトニウム燃料第三開発室

九にウム廃棄物処理開発施設

変 更

第二九トニ払廃棄物貯蔵施設

B 棟

ウラン系廃棄物貯蔵施設

第2ウラン系廃棄物貯蔵施設

焼却施設

廃油保管庫

廃水処理室

^

月"

2

(ms v/年)

評価条件

男11冊 1 ~ 4 、フ、

8 、 10、及び 12~14 の

とおり6 × 1 0-2

2 × 1 0-1

2 × 1 0-4

3 × 1 0-4

1.

9,

共通編添付書類1

J

M

東海事業所第2ウラン貯蔵庫

高レベル放射性物質研究施設

燃料製造機器試験室、 A棟、 L棟、応

用試験棟、洗濯場、安全管理棟、計測

機器校正室、放射線保健室、第三ウラ

ン貯蔵庫

8.

3.

以下1. O×10

6.2 × 1 0-2

1.1 × 1 0-4

1. O × 10-4 以下

1. O × 10-4 以下

1. O × 10"__』塾丕

9×10

9×10

1

2

4

表2 直接線及びスカイシャイン線による環境線量

評価値注)施設名

1.1 × 10-2プルトニウム燃料第一開発室

1. O × 10-4 以下

1. O × 10-4 以下

4.8 × 1 0-4

4.1×10-4

各施設とも

1. O × 10-4 以下

ただし、造

室は2.フ×10里

垂LL棟は 4.5 × 10

ウラン貯蔵庫

プルトニウム燃料第二開発室

プルトニウム燃料第三開発室

九に払廃棄物処理開発施設

注) 本表の値は図6に示すM1地点におけるものである。

計

第二九トニ払廃棄物貯蔵施設

B 棟

ウラン系廃棄物貯蔵施設

第2ウラン系廃棄物貯蔵施設

一」第三ウラン貯蔵庫
は 2.9 × 10-2

2.9 × 1 0-1

変更箇所を

2

11表 1 のとおり

(ms v/年)

評価条件

牙1」冊 1 ~ 4 、フ、

8 、 10、及び 12~14 の

とおり6×10-2

2× 10-1

2 × 10-4

3 × 1 0-4

9 × 1 0-2

4
以下

1

焼却施設

廃油保管庫

9.

J

M

東海事業所第2ウラン貯蔵庫

高レベル放射性物質研究施設

燃料製造機器試験室、 A棟、 L棟、応

用試験棟、洗濯場、安全管理棟、計測

機器校正室、放射線保健室、第三ウラ

ン貯蔵庫

8

3.

で示す。

変更理由

1. O×10

6 2×10

・燃料製造機

器試験室での

核燃料物質の

使用及び貯蔵

を終了するた

め

・L棟への貯蔵

施設追加によ

る直接線及び

スカイシャイ

ン線による環

境線量評価の

見直し

1

O × 10-4 以下1.

I × 10-4

2

1. O × 1 0-4 以下

1. O × 1 0-4 以下

1. O × 1 0-4 以下

4.8×10-4

4.1 × 1 0-4

各施設とも

1. O × 1 0-4 以下

ただし、 L棟は 5.4

X I0"、第三ウラン

貯蔵庫は2.9 × 1 0-

注):本表の値は図6に示すM1地点におけるものである。

添1-5

計 2.

・廃水処理室

の管理区域を

解除するため

リ表1のとおり

ウ
ラ
ン
廃
棄
物
処
理
施
設

棟
棟

合

ウ
ラ
ン
廃
棄
物
処
理
施
設

棟
棟

合





新旧対照表

プルトニウム燃料第一開発室

ウラン貯蔵庫

プルトニウム燃料第二開発室

プルトニウム燃料第三開発室

プルトニウム廃棄物処理開発施設

第ニプルトニ払廃棄物貯蔵施設

B棟

施

表3 気体廃棄物の放出に伴う環境線量(msv/年)

設 名

変 更

吸入摂取

フ.1×10+

1. O × 10 "以下

4.O×10'

1.O×10"以下

1.9×10 6

1. O× 10 '以下

1. O× 10 "以下

一主'.

月1」

ウラン系廃棄物貯蔵施設

第2ウラン系廃棄物貯蔵施設

焼却施設

廃油保管庫

廃水処理室

評価

経口摂取

1.8× 10 h

1. O× 10 '以下

3.フ×10し

1. O× 10 "以下

1. O× 106以下

1. O× 106以下

1. O× 10 "以下

値注)

地表沈着

1. O× 10 以下

J棟

M棟

東海事業所第2ウラン貯蔵庫

高レベル放射性物質研究施設

共通編添付書類1

1.O×10'以下

1. O × 10 ゜以下

1. O× 10 '以下

1. O× 10 "以下

1. O× 10 "以下

1.O×10"以下

1. O× 10 、以下

1. O× 106以下

放射性希ガス

燃料製造機噐試験室、 A棟、 L棟、

応用試験棟、洗濯場、安全管理棟、
計測機器校正室、放射線保健室、第

三ウラン貯蔵庫

1. O× 106以下

1. O× 10 "以下

評価条件

1. O× 10 ゜以下

1.O×10゜以下

別冊1~

4、フ、

8 、 10、及

ぴ12~14

のとおり

計/1、

合 計

本表中の吸入摂取、注)

1. O× 10 "以下

1.O×10'以下

4.6×10'

1. O× 10 ゜以下

1.2 × 10 t'

プルトニウム燃料第一開発室

施

表3

各施設とも

1. O× 10 "以下

ウラン貯蔵庫

プルトニウム燃料第二開発室

プルトニウム燃料第三開発室

プ"ウム廃棄物処理開発施設

第ニプ肝ニウム廃棄物貯蔵施設

B棟

設

気体廃棄物の放出に伴う環境線量(msv/年)

3.5×10 」

地表沈着及び放射性希ガスの値は図6に示すM2地点におけるものである。

1. O× 10 '以下

1. O× 10 "以下

名

変

各施設とも

1. O× 10 "以下

4.5 × 10 1

更 後

吸入摂取

フ.1 × 10 h

各施設とも

1.O×10"以下

3.2×104

ウラン系廃棄物貯蔵施設

第2ウラン系廃棄物貯蔵施設

焼却施設

廃油保管庫

1. O× 10 "以下

4. O × 106

1. O× 10 "以下

1.9 × 10 '

1. O× 10 "以下

1. O× 10 "以下

評価

経口摂取

1.8×106

4.6 × 106

変更箇所を

2.フ× 10 」

町

値注)

地表沈着

1. O× 10 '以下

1. O× 10 心以下

1. O× 10 "以下

1.O×10"以下

1. O× 10 b以下

1. O× 10 "以下

1. O× 10 "以下

1. O× 10 '以下

3.フ×10 '

1. O× 10 "以下

1. O× 106以下

1. O× 10 "以下

1. O× 10 "以下

J棟

M棟

東海事業所第2ウラン貯蔵庫

高レベル放射性物質研究施設

別表2の

とおり

4.6×106

1.O×10'以下

1. O× 106以下

放射性希ガス

で示す。

変吏理由

燃料造機器試験室、 A棟、 L棟、
応用試験棟、洗濯場、安全管理棟、

計測機器校正室、放射線保健室、第
三ウラノ貯蔵庫

評価条件

1. O× 106以下

1. O× 106以下

1. O× 10 '以下

1.O×10'以下

別冊1~

4、フ、

8、10、及

ぴ12~14

のとおり

注)

3.5×10 」合

本表中の吸入摂取、地表沈着及び放射性希ガスの値は図6に示すM2地点におけるものである。

/1、

1. O× 10 心以下

1. O× 10 "以下

1.O×10心以下

1.2×106

各施設とも

1. O× 10 ゜以下

1. O× 10 '以下

1. O× 10 '以下

各施設とも

1. O× 10 '以下

4.5 × 10 1

各施設とt,

1. O× 10 "以下

3.2×10ι

・廃水処理室

の管理区域を

解除するため

2.フ×103

別表2の

とおり

三
三
三
区
三

Σ
Σ
三
区
工
三
区

ウ
ラ
ン

計
計

ウ
ラ
ン

一
一



新旧対照表

施設名

燃料製造機器試験室

別表2 気体廃棄物の放出に係る評価条件

A

変

棟

設定条件

更

のと仮定する。

L

一生」.

棟

月1」

年間予定使用量を取り扱うも

のと仮定する。

試験装置での使用量を供給

の最大値

応用試験棟

を り

排気系へ

の移行率

洗濯場

8. O× 10 4 RU/min(5乢%濃

ウラン)と仮定する。

安全管理棟

10"

年間予定使用量を取り扱うも

のと仮定する。

搬入する作業衣等は核燃料物

質に汚染されていないことを

確認しているので無視する。

年間予定使用量を取り扱うも

のと仮定する。

放射線測定器等の校正用のた

めに、密封線源の核燃料物質を

使用する施設であり、大気に

出される放射性物質はないのて

無視する。

内部被ぱく測定器の校正用の

ために、密封線源の核燃料物

を使用する施設であり、大気に

放出される放射性物質はないの

で無視する。

密封状態の核燃料物質を使用

する施設であり、大気に放出さ

れる放射性物質はないので無

する。

共通編添付書類1

捕集効率

高性能エアフィルタ

:99.97 %

10

計測機器校正室

d 高性能エアフィノレタ
99.97 %

建家の投影

面積(m2)

1

コーノレドトラップ

1段:99.9 %

ケミカルトラップ

:90 %

高性能エアフィノレタ
99.9 %

放射線保健室

約150

10

第三ウラン貯蔵庫

6

約

施設名

高性能エアフィルタ
99.97 %

燃料製造機器試験室

60

約500

1

別表2 気体廃棄物の放出に係る評価条件

A

高性能エアフィルタ

1 段目:99.97 %

2 段目:99 %

変

棟

設定条

更

さた

の施でため る

年間予定使用量を取り扱うも

のと仮定する。

試験装置での使用量を供給

の最大値

約200

L

後

棟

の

件

はナ

の

応用試験棟

約220

排気系へ

の移行率

変更箇所を

洗濯場

8. O× 10 4 三U/min(5Wt%濃

ウラン)と仮定する。

の

安全管理棟

年間予定使用量を取り扱うも

のと仮定する。

搬入する作業衣等は核燃料物

質に汚染されていないことを

確認しているので無視する。

年間予定使用量を取り扱うも

のと仮定する。

放射線測定器等の校正用のた

めに、癌封線源の核燃料物質を

使用する施設であり、大気に

出される放射性物質はないのて

無視する。

内部被ばく測定器の校正用の

ために、密封線源の核燃料物

を使用する施設であり、大気に

放出される放射性物質はないの

で無視司、る。

密封状態の核燃料物質を使用
する施設であり、大気に放出さ

れる放射性物質はないので無

する。

捕集効率

10

計測機器校正室

4

で示す。

変吏理由

高性能エアフィルタ
99.97 %

建家の投影

面積(m2)

1

ニーノレドトラップ

1 段:99.9 %

ケミカルトラップ

; 90 %

高性能エアフィルタ
99.9 %

放射線保健室

10-

第三ウラン貯蔵庫

・燃料製造機

器試験室での

核燃料物質の

使用を終了す

るため約

高性能エアフィルタ
:99.97 %

60

約500

1

高性能エアフィルタ

1 段目:99.97 %

2段目:99 %

添1-8

約200

約

^

一
一
一

一
一

一
一
一

一
一
一



新旧対照表

変 更
一生上.

目"

共通編添付書類1

政令第41条該当庫霞

プルトニウム婁料焦一開異塵

ウラン貯皇庫

プルトニウム便斜筑二開晃宴

プルトニウム嵩斜氣三開鼻宝

プルトニウム塵廉物処理開晃範般

覧ニプルトニウム真喜物貯亙算設

B擦

ウウラン系庚夏物貯賞貸設
う

ン鮪2ウラン嘉庚毒物貯卑族鮫

制蜻釦応設

政令第41条井墜当竃股

塾料製遷健昼試喉室

ム槌

L擦

叱用試験埠

読濯嶋

安全督理埠

計罰捜旦牧正童

赦射脚怪暫室

筒三ウラン貯赦庫

塾

貞序勢理皇

M捷

庫淘事案所錆2ウラン貯輩庫

レベル愈射性物質研究楓般

環境線量最大地点

周辺監視区域境界

研究所敷地境界

更 後

図6 環境線量最大地点

変更筒所をCこ二DI1>で示す。

周辺監視区域墳界

研究所敷地境界

ウラン貯亙犀

変更理由

・廃水処理室の

管理区域を解除

寸、るため

B犢

政令第41曼弁試当旋設

盤斜製重曇魯試験室

A桂

L桂

巧用凱験樟

決宅嶋

安全管理悼

計到疊目桟正室

放射M保侭室

第ニウラン貯庫

;ウラン系暁璽物貯算設

M較

買高畢亀所第2ウラン貯豊庫

畜レパル赦射性物買研究旋般

■1
■1
.
■1
■1

図6

1で囲った箇所は核物質防1首清報が含まれるため、非公開としま司、。

変

■
■

ー
ー
ー
ー
ー
ー
L

■
■

血
■
■
■
■
■
四
四
■
■
■
■
■
■
■

般
段

鯲
^
ま
ま
賊
鱸

開
開
鬨
珊
物

令

二
貯
ニ
ニ
ニ
ル

プ
ウ
プ
プ
プ
第

釜庚

霞詫

保

輔

庚

貌

ノ
調
冨
仙
塾
哩
庫
取
 
J

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ι

■
■
■
■
■

■
■
■
■
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変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する

説明書

添付書類3



(1)経験

核燃料サイクルエ学研究所は、昭和朝年10月に核燃料物質の使用許可を取得して

以降長年にわたり、核燃料物質の管理、放射性廃棄物の管理、核燃料物質使用施設等

(以下「使用施設等」という。)の運転及び保守並びに使用施設等の設計及び工事に従

事しており、豊富な経験を有している。

使用施設等のうち、政令第41条該当施設については、理事長が策定した品質保証計

画に基づき、核燃料物質の使用等に係る品質保証活動を実施するとともに、監査を含

む評価によって継続的な改善を図っている。

さらに、政令第41条該当施設に係る保安を確保するため、環境技術開発センター及

びプルトニウム燃料技術開発センターにそれぞれ核燃料取扱主務者を選任している。

②組織

平成討年4月現在における核燃料サイクルエ学研究所の使用施設等に係る保安管理

組織図を図一1及び図一2に、各施設の関連部門を表一1~表一3に示す。

説明
③技術者の確保

平成31年4月現在における核燃料サイクルエ学研究所の技術者数、業務従事年数は

以下のとおり。

①技術者数

技術者数は349人であり、その専攻別内訳を以下に示す。

専攻物理化学原子力電気機械金属その他合計

349技術者数(人) 13 70 39 84 呪卯 Ⅱ

②業務従事年数

技術者の業務従事年数を以下に示す。

5年以上
業務従事年数 5年未満 合計10年以上

10年未満

技術者数(人) 349四 243郭

【当機構(動力炉・核燃料開発事業団及び核燃料サイクル開発機構)入社時から起算】



平成肘年4月現在における核燃料サイクルエ学研究所の技術者のうち国家試験有資

格者数を以下に示す。

有資格者数(人)

保安

教育

訓練

核燃料物質等の使用等に従事する者に対し、関係法令、使用施設等の構造、放射線

管理、核燃料物質等の取扱い、非常時の措置、品質保証(政令第41条該当施設)等に

ついて必要な保安教育・訓練を計画的に実施することにより、技術的能力の維持・向

上を図っている。

核燃料取扱主任者

国家試験有資格者数

資格名称

放射線取扱主任者

(第 1種)

即31

技術士(原子力

放射線音閉ヨ)

有
資
格
者
数



核燃料取扱主務者

プルトニウム燃料技術開発センター長

(当直長(注))

中央安全審査・品保証委員会

核燃料サイクルエ学研究所担当理事

核燃料サイクルエ学研究所長

核燃料サイクルエ学研究所安全専門委員会核燃料サイクルエ学研究所品保証委員会

理事長

プルトニウム燃料技術開発

センター安全専門委員会

^

技

口

銃括監査の職

口

核セキュリティ統括部長

(注)休日及び夜問の直業務に係る保安を統括する。

安全

術

核燃料取扱主務者

部

環境技術聞発センター長

長

環境技術開発センター

安全専門委員会

放射線管理部長

図一 1

工務技術部長

保安管理組織図(政令第41条該当施二劣
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プルトニウム燃料技術開発センター長

(当直長(注))

プルトニウム燃料技術開発

センター安全専門委員会

核燃料サイクルエ学研究所長

技

環技術開発センター長

術

核燃料サイクルエ学研究所安全専門委員会

部

長

環境技術開発センター

安全専門委員会

放射線管理部長 工務技術部長

放射線管理部

安全専門委員会

図一 2

保安管理部長

保安管理組織図(政令第41条非該当施設)

(注)
休日及び夜問の直業務に係る保安を統括する。
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環境技術

開発セン

ター

表一1 環境技術開発センターの各施設における関連部門
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表一 2 プルトニウム燃料技術開発センターの各施設にお
プルトニプルトニプルト

ウム燃料ウム燃料ウム燃料
第一開発第二開発第三開発

室室 室

林i

袮i

プルトニウム燃料施設整備室

プル計画管理課

部

燃料技術部

物質管理課

質管理課口
ロロ

試験第1課

試験第2課

燃料技術開発課

第三ウラ

ン貯蔵庫

環境プラント
技術部 廃止措置技術開発課

プラント保全課

,,立研究開発第2課

'河研九核種移行研究グル

放射線管理部

林i 部

ナる関連部門
プルトニ燃料製造

ウム廃棄機器試験

物処理開室

発施設

工務技

保安管理 部

放射線管理第1課



放射線管理部

表一 3 放射線管理部の各施設における関連部門
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事務上の連絡先

事務上の連絡先

名

所在地

称

連絡員

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

〒100-857フ

東京都千代田区内幸町2丁目2番2号

富国生命ビル

安全・核セキュリティ統括部

安全・核セキュリティ推進室
所属

氏名

電話番号

Eメールアドレス

■■■■皿■■■皿■巨
曜■

■■

備考

q弌表)03-3592-2111

■

■■■■■■■■■■■■■■皿■■冒■■■■皿■暫

、■■■■■●

;__.:で囲った箇所は個人情報が含まれるため、非公開とします。
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